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News Release 
 
 

ソフトウエアの脆弱性情報を効率的に把握する 

「早期警戒情報サービス」を提供開始 

デロイトのサイバー インテリジェンス センターが国内外から収集した情報を迅速に通知 
 

デロイト トーマツ リスクサービス株式会社（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：丸山 満彦、以下

DTRS）は、2017 年 12 月 19 日より、組織が利用するソフトウエアの脆弱性情報を早期に通知する「早期警

戒情報サービス（Early Warning Service）」を開始します。 

 

組織が様々なソフトウエアを利用するようになり、メーカーやセキュリティ専門家によって日々多くのソフト

ウエアに関する脆弱性情報が公表されています。一方、自組織の利用するソフトウエアをすべて把握した上

で、IT システムに影響を及ぼす脆弱性情報を特定し、必要な情報を迅速に把握することは組織にとって重

要な事項にも関わらず、実施できている組織は多くありません。 

 

デロイトのサイバー インテリジェンス センター（CIC）は、サイバー インテリジェンスの知見を活用し、イン

ターネット上で議論される、ソフトウエア開発チームによる脆弱性に関する情報や開発コミュニティでの報告

など、脅威実行者にとって脆弱性の悪用の手がかりとなり得る情報を収集・分析しています。 

 

本サービスでは、国内外から収集した情報の中から、組織のシステムやビジネスの継続に影響を及ぼす

可能性のある脆弱性情報をクライアントの利用状況に合わせて早期に通知することで、脆弱性に対する早

期対策を実現します。 

 

■「早期警戒情報サービス」の全体像 
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■「早期警戒情報サービス」の特長 

 クライアントが指定するソフトウエアに関する情報を収集し、影響を及ぼす脆弱性情報をクライアントの

ニーズに合わせてタイムリーに通知 

 攻撃発生の前段階、または初期段階において早期警戒情報を提供することで、サイバー攻撃に対する

初動対応を促進 

 デロイト 世界 20 カ国以上に拠点を置くサイバー インテリジェンス センター間での連携により、国内外

の情報を収集・活用 

 

■サービス仕様 

 通知時間の目安 

緊急度 標準通知目標時間 通知手段 

Critical 情報発見から 2 時間以内 電話およびメール（チケットシステム経由） 

High 情報発見から 24 時間以内 メール（チケットシステム経由） 

Medium 情報発見から 2 営業日以内 メール（チケットシステム経由） 

Low 情報発見から 2 営業日以内 メール（チケットシステム経由） 

※ 「緊急度」は攻撃難易度と脆弱性の認知度を総合して設定 

 通知・問い合わせ対応 

24 時間 365 日対応 

 

 費用 

月額 200,000 円～ （ソフトウエア数・通知先の組み合わせにより異なる） 

※最低契約期間は 1 年 

 

■サイバー インテリジェンス センター （Cyber Intelligence Center – CIC） 

世界 20 カ国以上に拠点を構えるデロイトのサイバー インテリジェンス センターは、サイバー インテリジェ

ンスを活用し、クライアントのインフラストラクチャをサイバー攻撃から守ることをミッションとしています。今回

提供開始する「早期警戒情報サービス（Early Warning Service）」は、ビジネスへ影響が懸念される脆弱性

情報を提供するものですが、より深くクライアントの状況に合わせてサイバーインテリジェンスを提供するサ

ービスである「スレットインテリジェンス・アナリティクス（Threat Intelligence and Analytics：TIA）」や、境界

デバイスだけでなく、Proxy・DNS・エンドポイント セキュリティ製品等も分析対象とし、セキュリティインシデ

ント発生時に収束まで支援する「スレット・セキュリティモニタリング（Threat and Security Monitoring：

TSM）」なども提供しています。 

 
 

＜報道関係者からの問い合わせ先＞ 

有限責任監査法人トーマツ 広報担当 新井、田邊 
（デロイト トーマツ コーポレートソリューション合同会社） 

Tel: 03-6213-2050 
Email: audit-pr@tohmatsu.co.jp 
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デロイト トーマツ グループは日本におけるデロイト トウシュ トーマツ リミテッド（英国の法令に基づく保証有限責任会社）のメンバーファームであるデロイト トー

マツ合同会社およびそのグループ法人（有限責任監査法人トーマツ、デロイト トーマツ コンサルティング合同会社、デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザ

リー合同会社、デロイト トーマツ税理士法人、DT 弁護士法人およびデロイト トーマツ コーポレート ソリューション合同会社を含む）の総称です。デロイト トーマ

ツ グループは日本で最大級のビジネスプロフェッショナルグループのひとつであり、各法人がそれぞれの適用法令に従い、監査・保証業務、リスクアドバイザリ

ー、コンサルティング、ファイナンシャルアドバイザリー、税務、法務等を提供しています。また、国内約 40 都市に約 11,000 名の専門家を擁し、多国籍企業や主

要な日本企業をクライアントとしています。詳細はデロイト トーマツ グループ Web サイト（www.deloitte.com/jp）をご覧ください。 

 

Deloitte（デロイト）は、監査・保証業務、コンサルティング、ファイナンシャルアドバイザリーサービス、リスクアドバイザリー、税務およびこれらに関連するサービ

スを、さまざまな業種にわたる上場・非上場のクライアントに提供しています。全世界 150 を超える国・地域のメンバーファームのネットワークを通じ、デロイトは、

高度に複合化されたビジネスに取り組むクライアントに向けて、深い洞察に基づき、世界最高水準の陣容をもって高品質なサービスを Fortune Global 500® の 8

割の企業に提供しています。“Making an impact that matters”を自らの使命とするデロイトの約 245,000 名の専門家については、Facebook、LinkedIn、Twitter も

ご覧ください。 

 

Deloitte（デロイト）とは、英国の法令に基づく保証有限責任会社であるデロイト トウシュ トーマツ リミテッド（“DTTL”）ならびにそのネットワーク組織を構成するメ

ンバーファームおよびその関係会社のひとつまたは複数を指します。DTTL および各メンバーファームはそれぞれ法的に独立した別個の組織体です。DTTL（ま

たは“Deloitte Global”）はクライアントへのサービス提供を行いません。Deloitte のメンバーファームによるグローバルネットワークの詳細は 

www.deloitte.com/jp/about をご覧ください。 
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